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ご活躍の足跡
（2012 年 1 月～ 12 月）
植村　邦彦
　論　文 
 ⑴  “Fukuzawa Yukichi and Eurocentrism in modern Japan”, Kansai University Review of 
Economics, No. 14, pp. 1-16, March.
 ⑵  「『経済学批判』序言──人間の社会と歴史についての一考察」　季報『唯物論研究』 第 120 号，
大阪唯物論研究会，69-79 ページ，6 月刊。
　資料・その他
 ⑴  「松岡利道さんの近代世界認識」 『龍谷大学経済学論集』 第 51 巻第 4 号「松岡利道教授追悼号」，
龍谷大学経済学会，173-175 ページ，2 月刊。
　翻　訳 
 ⑴  カール・ポランニー著，植村邦彦ほか編訳（共訳）『市場社会と人間の自由──社会哲学論選』，
大月書店，5 月刊。
宇都宮浄人
　著　書
 ⑴『新幹線・特急列車の経済学』 （共著）　洋泉社，9 月刊。
 ⑵『鉄道復権』 新潮社，3 月刊
　論　文
 ⑴  「経済統計としての交通関連統計─現状と課題」　『交通と統計』 通巻 29 号，交通統計研究所，
17-26 ページ，9 月刊。
　Working Paper （Discussion Paper）
 ⑴  「1940 年代の金融仲介構造─ 1941 ～ 1948 年度末の資金循環統計の推計─」 Working Paper 
Series J-34，関西大学経済学会，7 月刊。
 ⑵「地方圏における乗合バス需要」 Working Paper Series J-35，関西大学経済学会，10 月刊。  
　資料・その他
 ⑴  「ローカル私鉄は維持できるか─昨今の状況と未来への展望─」 『鉄道ピクトリアル』　通巻 862
号 ,  10-15 ページ，5 月刊。
　学会・研究会
 ⑴  「1940 年代の金融仲介構造─ 1941～1948 年度末の資金循環統計の推計─」　経済統計学会（関
西支部），阪南大学，4 月 21 日。
 ⑵  「1940 年代の金融仲介構造─ 1941～1948 年度末の資金循環統計の推計─」　社会経済史学会，
名古屋大学，5 月 12 日。
 ⑶  「1940 年代の金融仲介構造─ 1941～1948 年度末の資金循環統計の推計─」　日本銀行金融史セ
ミナー，日本銀行，6 月 25 日。
 ⑷  「経済統計としての交通関連統計─現状と課題」　国民経済計算研究会，専修大学，7 月 7 日。
 ⑸  「1940 年代の金融仲介構造─ 1941～1948 年度末の資金循環統計の推計─」　関西大学経済学会
第 28 回夏季研究大会， 関西大学， 7 月 18 日。
 ⑹「経済統計としての交通関連統計─現状と課題」　日本統計学会，北海道大学，9 月 12 日。  
 ⑺「地方圏における乗合バス需要」　日本交通学会，日本大学，10 月 7 日。    
 ⑻  「1940 年代の金融仲介構造─ 1941～1948 年度末の資金循環統計の推計─」　国民経済計算研究
会，関西大学，11 月 2 日。
　講演会
 ⑴  「交通まちづくりとＬＲＴ」 盛岡のまちづくりと都市交通，環境を考える公開討論会，ホテルル
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イズ，1 月 28 日。
　 ⑵「路面電車とまちづくり」　高知県議会公共交通問題研究会，高知県庁，2 月 21 日。
 ⑶「交通まちづくりとＬＲＴ」 久留米大学経済社会研究所公開セミナー，久留米大学，3 月 24 日。
 ⑷「地方都市再生とＬＲＴ」　自民党総合政策研究所研究会，自民党本部，4 月 13 日。
 ⑸「路面電車ルネッサンス」 クラブ関西昼食会，クラブ関西，4 月 26 日。
 ⑹「ＬＲＴとまちづくり」 京都府中小企業団体中央会総会 , 全日空ホテル，6 月 26 日。
 ⑺「鉄道復権」 ＪＲ東労組政経フォーラム，ＪＲ東日本本社，8 月 9 日。
 ⑻「公共交通の復権」関西交通経済研究センター，大阪歴史博物館，9 月 5 日。
 ⑼「公共交通の復権」 埼玉県交通政策課，埼玉県庁，10 月 15 日。
 ⑽  「公共交通がつくるコンパクトシティ」 久留米大学文化経済学科創設 10 周年記念シンポジウム， 
久留米大学，10 月 27 日。
 ⑾  「需要逓減時代における官民の役割分担のあり方」　都市計画学会関西支部，大阪市立大学，　
11 月 11 日。
 ⑿  「高齢化・人口減少下の地域公共交通」　路面電車サミット大阪・堺，堺市総合福祉会館，11 月
17 日。
 ⒀  「鉄道復権」 日本鉄道車両機械技術協会関西支部，クレオ大阪西，11 月 22 日。
春日　秀文
　論　文
 ⑴  “Aid Effectiveness, Governance and Public Investment”(co-authored), Economic Modelling, 
Vol.29, Issue2, pp. 514-521, March. 
　学会・研究会
　 ⑴  “Income Distribution, Governance and Aid Effectiveness”The 13th International Convention 
of the East Asian Economic Association, Singapore, 10 月 19 日。
加勢田　博
　論　文
　 ⑴  「カナダにおけるコンフェデレーションの成立とハドソン湾会─ 19 世紀カナダ経済史の一齣─」 
『関西大学経済論集』 第 62 巻第 2 号，関西大学経済学会 , 17-33 ページ， 6 月刊。
　資料・その他
　 ⑴  「カナダドル」，「ハドソン湾会社」，「リドー運河」ほか 5 項目 日本カナダ学会（編集委員長・
加勢田　博）編 『カナダ豆事典』 日本カナダ学会，9 月刊。
北川　勝彦
　著　書
 ⑴  井野瀬久美恵・北川勝彦編著『アフリカと帝国─コロニアリズム研究の新思考にむけて─』　
晃洋書房，2 月刊。
　分担執筆
 ⑴  「アフリカ史のグローバル化と人類史の再構築」 龍谷大学社会科学研究所　共同研究報告書，川
端正久・落合雄彦編著『アフリカと世界』，晃洋書房，58–91 ページ，3 月刊。
 ⑵  「アフリカ経済史研究の回顧と新展開」（ギャレス・オースチンとの共著），龍谷大学社会科学
研究所　共同研究報告書，川端正久・落合雄彦編著『アフリカと世界』，晃洋書房，92–119 ペー
ジ，3 月刊。
 ⑶  「ボツワナの植民地化と鉄道建設」 池谷和信編『ボツワナを知る 52 章』，明石書店，207–212 ペー
ジ，5 月刊。
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　資料・その他
 ⑴  『史学雑誌　2011 年の回顧と展望』 「アフリカ」，303–306 ページ，5 月刊。
 ⑵  関西大学経済学部『経済史教材』（共同執筆），34–37 ページ，58–61 ページ，3 月刊。
　書　評
 ⑴  「書評『南アフリカ社会経済史』」 日本アフリカ学会『アフリカ研究』80 号，41–43 ページ，3 月刊。
　学会・研究会
 ⑴  “Japanese Perspectives on Africa in the mid Twentieth Century: A Provisional Survey: 
Japanese Intellectuals and African Nationalism” The First IAS Humanities Korea (HK) 
International Conference, Africa in Asia and Asia in Africa: Asian Experiences and 
Perspectives in African Studies, Seoul,  27–28 April.
 ⑵  「アフリカ経済史研究の新展開」 社会経済史学会近畿部会，大阪学院大学，6 月 16 日。
 ⑶  「比較と接続の観点から見た近現代南アフリカ経済史研究─土地，労働，企業および国家の立
場から─」　WEHC2012 世界経済史会議，パネルディスカッションの組織，ステレンボッシュ
大学（南アフリカ），7 月 12 日。
　講演会
 ⑴  サウジアラビア大使館主催「サウジアラビアと日本の人材開発における挑戦」 「日本の人材開発
における挑戦─関西大学経済学部の試み─」，関西大学，10 月 9 日。
北原　　聡
　分担執筆
 ⑴  「経済発展論の系譜」関西大学経済史研究会編『経済史教材　2012 年度版』，第 2 章，関西大学
経済史研究会，6-9 ページ，4 月刊。
 ⑵  「交通・通信革命」 関西大学経済史研究会編『経済史教材　2012 年度版』，第 13 章，50-53 ペー
ジ， 4 月刊。
 ⑶  「2 つの世界大戦と世界経済」 関西大学経済史研究会編『経済史教材　2012 年度版』，第 19 章，
74-77 ページ，4 月刊。
小池　　渺 
　翻　訳
 ⑴  R・ベラミー／ D・シェクター著，小池渺訳（共訳） 『グラムシとイタリア国家』ミネルヴァ書房，
i-xⅷ，126-177，218-276，巻末 i-xⅳページ，5 月刊。
古賀　款久
　論　文
 ⑴「ベンチャー企業の生産性」『関西大学経済論集』第 61 巻第 3, 4 号，55-82 ページ，3 月刊。
 ⑵「中小企業の生産性と R&D」『関西大学経済論集』第 62 巻第 1 号，35-68 ページ，6 月刊。
 ⑶「研究開発優遇税制と生産性」『関西大学経済論集』第 62 巻第 2 号，29-54 ページ，9 月刊。
佐々木信彰
　論　文
 ⑴  「現代中国の南北問題に関する一考察」 『西村幸次郎先生古希記念論文集』成文堂，135-155 ペー
ジ。
 ⑵「（中国）民族問題」中国研究所編 『中国年鑑　2012』 毎日新聞社，91-94 ページ，5 月刊。
 ⑶「（中国）少数民族」中国研究所編『中国年鑑　2012』 毎日新聞社，296-301 ページ， 5 月刊。
 ⑷  「東アジアにおける安全・安心・安定─日中協力のあり方─」 関西大学経済政治研究所  『資料
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と調査』
 ⑸  「中国における日系企業の現状と課題─日中経済交流の転換期にあたって─」 関西大学経済政治
研究所 『資料と調査』
国際シンポジウム報告
 ⑴  「国交正常化 40 年の日中経済関係」，第 3 回復旦大学・関西大学フォーラム 『中国における日系
企業の現状と課題─日中経済交流の転換期にあたって』，中国上海，復旦大学日本研究センター，
6 月 22 日。
学会・研究会
 ⑴  「日中国交正常化 40 周年─経済の観点から」 日本現代中国学会関西部会大会共通論題報告，摂
南大学，6 月 9 日。
 ⑵  自由論題「中国経済の転換」部会，徐涛「中国鉱工業における国家資本，民営資本ならびに外
資の地殻変動（1998-2007）」および居来提・熱依木「新疆における農民収入と農業構造に関す
る分析」の 2 報告に対する司会と討論，その内容を「参加記」にまとめてアジア政経学会ニュー
ズレターに掲載，アジア政経学会 2012 年度全国大会，関西学院大学，10 月 14 日。
佐藤　真人
　論　文 
 ⑴  「戦後日本の資本蓄積と負債比率」 関西大学『経済論集』，第 61 巻 3・4 号，3 月刊。
 ⑵  「戦後日本の資本蓄積と付加価値構成」 『関西大学経済論集』，第 62 巻 1 号，6 月刊。
佐藤　雅代 
　分担執筆
 ⑴  「Ⅲ　社会保障の給付と負担の可能性を考える　─医療提供体制の維持の観点から─」 財政・社
会保障制度研究班編著 『社会保障と財政を考える　─医療・介護政策と財政負担の方向から─』， 
研究双書，第 153 冊，関西大学経済・政治研究所，75-92 ページ，3 月刊。
　講演会
 ⑴  「保健医療福祉の経済」健康福祉プランナー養成塾，自治医科大学，7　月 16 日。
清水　　崇
　論　文
 ⑴  “Dynamic Auction Markets with Fiat Money” (co-authored) Journal of Money, Credit and 
Banking, forthcoming.
　Working Paper（Discussion Paper）
 ⑴  “Asking One Too Many? Why Leaders Need to Be Decisive”(co-authored) 大阪大学社会経済
研究所 ISER Discussion Papers, No. 857,  10 月刊。
 
新熊　隆嘉
　分担執筆
 ⑴  「再生不可能資源」 細田衛士（編著）『環境経済学』，第４章，ミネルヴァ書房，5 月刊。
 ⑵  「廃棄物管理と市場メカニズム」 馬奈木俊介（編）『資源と環境の経済学』，第 9 章，昭和堂，10
月刊。
　論　文
 ⑴  Shinkuma, T. and S. Managi, “Effectiveness of policy against illegal disposal of waste”, 
Environmental Economics and Policy Studies,  14(2),  123-145 ページ。
 ⑵  Sugeta, H. and T. Shinkuma, “International Trade in Recycled Materials in Vertically Related 
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Markets”, Environental Economics and Policy Studies, 14(4), 357-382 ページ。
　学会・研究会
 ⑴  Tax versus Emissions Trading Scheme in the Long Run， 環境経済・政策学会 2012 年大会，
東北大学，9 月 16 日。
 ⑵  Tax versus Emissions Trading Scheme in the Long Run， 59th Annual North American 
Meetings of the Regional Science Association International, November 9。
菅田　　一
　論　文
 ⑴  “International Trade in Recycled Materials in Vertically Related Markets” (co-authored with 
SHINKUMA, Takayoshi), Environmental Economics and Policy Studies, Volume 14, Number 4, 
357-382 ページ , Springer。
　学会・研究会
 ⑴  “Optimal Trade and Recycling Policies in Vertically Related Markets” (co-authored with 
SHINKUMA, Takayoshi), The 59th Annual North American Meetings of the Regional Science 
Association International, Ottawa CANADA, 11 月 7 日 -11 日。
鈴木　智也
　学会・研究会
 ⑴  “Economic Modelling of Suicide When a Person’s Income is at Risk”, Eastern Economic 
Association, ボストン（アメリカ合衆国），3 月 11 日。
 ⑵  “A Proposal to Evaluate Macroeconomic Impacts of Terrorism within a Framework of 
Dynamic General Equilibrium Models”, Eurasia Business and Economics Society, イスタンブー
ル（トルコ），5 月 24 日。
 ⑶  “A Proposal to Evaluate Macroeconomic Impacts of Terrorism within a Framework of 
Dynamic General Equilibrium Models”，日本経済学会，北海道大学，6 月 23 日。
 ⑷  “A Finite-Time-Horizon Model of Suicide when a Person’s Income is at Risk”，Society for 
Computational Economics, プラハ（チェコ），6 月 28 日。
 ⑸  “Economic Modelling of Suicide when a Person’s Income is at Risk”，日本経済学会，九州産
業大学，10 月 7 日。
 ⑹  “Evaluating Impacts of Income Fluctuations on the Choices of Households among Working, 
Public Financial Support, and Suicide”, Eurasia Business and Economics Society, ワルシャワ
（ポーランド），11 月 1 日。
谷田　則幸
　学会・研究会
 ⑴  “Agent Based Simulation for Patient Satisfaction and Related Social Cost” (co-authored), in 
Proceedings of the 7th Annual Workshop on Economic Heterogeneous Interacting Agents,. 1-9
ページ , Universités Panthéon-ASSAS (Paris 2), Paris (France), 21-23, June.
 ⑵  “An Agent-Based Approach for Patient Satisfaction and Collateral Health Effect”(co-authored), 
in Proceedings of the 4th World Congress on Social Simulation,. 62 ページ，National Chengchi 
University, Taipei (ROC), 4-7, September.
 ⑶  “Agent Based Simulation for Patient Satisfaction and Social Cost”(co-authored), in Proceedings 
of the 5th Epistemological Perspectives on Simulation,. 1-3 ページ，Trinity University, Texas (USA), 
10-13, October.
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中澤　信彦
　論　文
 ⑴  「生存権・福祉国家・共和主義──バーク対ペイン論争を再考する──」『関西大学経済論集』
第 61 巻第 3・4 号，関西大学経済学会，1-33 ページ，3 月刊。
 ⑵  “Malthus’s Political Views in 1798: a ‘Foxite’ Whig?”, History of Economics Review 56, 
HETSA (History of Economic Thought Society of Australia), pp. 14-28, Summer 2012．
　書　評
 ⑴  和田重司著『資本主義観の経済思想史』（中央大学出版部，2010 年），『経済学史研究』第 53 巻
第 2 号，経済学史学会，133-134 ページ，1 月刊。
　学会・研究会
 ⑴  「マルサスのペイン批判の史的文脈」 科研「野蛮と啓蒙」研究会，キャンパスプラザ京都，1 月
28 日。
 ⑵  「マルサスのペイン批判の知的文脈──政府のなしうること／なしえないこと──」経済学方
法論フォーラム，横浜市立大学，3 月 29 日。
 ⑶  「食糧危機から議会改革へ──マルサスのペイン批判とヒューム・コネクション──」経済理
論史研究会，東洋大学，6 月 9 日。
 ⑷  「食糧危機から議会改革へ──マルサスのペイン批判とヒューム・コネクション──」経済学
史学会北海道部会，北海学園大学，7 月 16 日。
 ⑸  「食糧危機から議会改革へ──マルサスのペイン批判とヒューム・コネクション──」ヒュー
ム研究学会，キャンパスプラザ京都，9 月 7 日。
 ⑹  “Malthus’s Criticism of Paine’s Rights of Man: From Subsistence Crisis to Parliamentary 
Reform”，3rd Joint Conference ESHET-JSHET, University of Corsica, Corte, France, 
September 14.
 ⑺  「ハイエク・バーク・保守主義──ハイエクはバークをどのように読んだのか？──」勤労育
成思想研究会 , 関西大学天六キャンパス，10 月 7 日。 
 ⑻  「ケインズはマルサスをどのように読んだのか？　ハイエクはバークをどのように読んだの
か？」経済学方法論フォーラム，関西大学千里山キャンパス，12 月 2 日。
 ⑼  「マルサスの経済発展段階論の再検討──農工バランス論の史的起源──」南山大学社会倫理
研究所「産業革命と環境問題に関するワークショップ」，南山学園研修センター，12 月 8 日。
 ⑽  「マルサスの経済発展段階論の再検討」科研「野蛮と啓蒙」研究会，キャンパスプラザ京都，
12 月 22 日。
橋本　恭之
　著　書
 ⑴『租税政策論』（共著）清文社，6 月刊。
　論　文
 ⑴  「法人税の改革について」『会計検査研究』第 45 号，69-84 ページ，3 月刊。
　資料・その他
 ⑴  「とことん考える消費税（9）　増税条件付き賛成　増税するなら逆進性の緩和が必要」『エコノ
ミスト』第 90 巻第 18 号，78-80 ページ , ４月刊。
 ⑵  「給与所得控除の改正と所得税改革」『租税研究』第 735 号，119-133，７月刊。
　講演会
 ⑴  「給与所得控除の改正と所得税改革」 北浜フォーラム , 租税研究協会地方税研究会，4 月 17 日。
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橋本　紀子
　学会・研究会
 ⑴  林宏樹・稲葉太一・荒木孝治・（社）日本品質管理学会 関西支部 品質管理教育教材開発研究会，
「「教室内で実験ができる！データの採取から分析まで」，シミュレーション器材（パッティン
グ機）を用いたデータの分析 教育実践報告　～データの適切な採取から回帰分析と 2 群比較ま
で～」，第 8 回統計教育の方法論ワークショップ，一橋大学（国立キャンパス），3 月 3 日。
 ⑵  林宏樹・（社）日本品質管理学会 関西支部 品質管理教育教材開発研究会，「教室内で体験できる！
データが散らばっている「感覚」を標準偏差という「数字」で納得しよう　～シミュレーショ
ン器材（パッティング機）を用いたデータの分析　教育実践報告～」，高等学校統計教育セミナー
（兵庫県統計課・兵庫県統計協会主催），ラッセホール，8 月 17 日。
 ⑶  荒木孝治・（社）日本品質管理学会 関西支部 品質管理教育教材開発研究会，「品質管理教育教材
開発研究会報告」，日本品質管理学会・第 100 回研究発表会，大阪大学中之島センター，9 月 14 日。
浜野　　潔
　分担執筆
 ⑴  「徳川期後半における初婚パターンの地域差」（黒須里美・津谷典子と共著）黒須里美編著『歴
史人口学からみた結婚・離婚・再婚』第１章，麗澤大学出版会 , 24-56 ページ，3 月刊。
 ⑵  「離死別と家の継承」（斎藤修と共著）同上書第 4 章，101-139 ページ。 
　論　文
 ⑴  「勲功華族の農場経営とその継承─海軍中将・仁禮景範の家族史」『史学』第 81 巻第 1・2 号，
三田史学会，315-330 ページ，3 月刊。
　書　評
 ⑴  “Bettina Gramlich-Oka and Gregory Smits (eds.) Economic Thought in Early Modern Japan”. 
(Brill Academic Pub, 2010) 『社会経済史学』第 78 巻第 1 号，社会経済史学会，145-147 ページ， 
7 月刊。
　学会・研究会
 ⑴  “Urban Reproduction and Fertility: Kyoto in Late Tokugawa Japan” (co-authored with Mary 
Nagata), 9th European Social Science History Conference, Glasgow, Scotland, UK 11-14 April。
 ⑵  「幕末期京都における出生および死亡水準の推計」（永田メアリーと共同報告）第 64 回日本人
口学会大会，東京大学駒場キャンパス，6 月 3 日。
 ⑶  “Migration, Population Change and the Life Course in Late Tokugawa Kyoto: 1842-1869” (co-
authored with Mary Nagata), 37th annual meeting of the Social Science Hisitory Association, 
Vancouver, Canada, November 1-4.  
　講演会
 ⑴  「福澤諭吉と大阪　家族・学問・商才」慶應義塾福澤研究センター講座 2012「『福翁自伝』を多
角的に読む」第 2 回，慶應大阪リバーサイドキャンパス，11 月 24 日。
林　　宏昭
　論　文
 ⑴  「税と格差社会─家計，企業，地域の税負担」『租税研究』第 749 号，161-182 ページ，2 月刊。
 ⑵  「財政と社会保障」『社会保障と財政を考える─医療・介護政策と財政負担の方向から─』（関
西大学経済・政治研究所研究叢書，第 153 冊）107-121 ページ，3 月刊。
 ⑶  「事業税の地域間配分に関する一考察」『関西大学経済論集』，第 62 巻第 3 号，関西大学経済学会，
1-15 ページ，12 月刊。
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　講演会
 ⑴  「日本の税制改革の課題」　京都大学 CAPS 国際シンポジウム　税制の国際的潮流　京都大学 
1 月 28 日。
 ⑵  「税と社会保障─いま日本に必要な改革とは─」　神戸税理士協同組合主催研修会　神戸税協会
館　5 月 10 日。
 ⑶  「所得税・住民税とマイナンバー制について」　近税正風会青年部奈良県支部研修会　奈良ロイ
ヤルホテル　8 月 3 日。
 ⑷  「税制抜本改革をめぐる諸問題」（司会）　第 64 回租税研究大会　関電会館　9 月 25 日。
前川　聡子
　論　文
 ⑴  “A Modified Kakwani Measure for Health Inequality,” (co-authored), Health Economics 
Review 2012, pp. 2～10, September. 【査読付き】
 ⑵  “Tax Projections and Economic Forecasts by Government Bureaucrats: Hidden 
Manoeuverings Behind Fiscal Reconstruction in Japan”, (co-authored), Japanese Economic 
Reviews Vol. 63, No. 4, pp. 528-545, December.　【査読付き】
　Working Paper （Discussion Paper）
 ⑴  「研究開発と法人税制─企業規模別データに基づく試験研究費税額控除の分析─」関西大学経
済学会，Working Paper Series,  J-32,  7 月刊。
　学会・研究会
 ⑴  「研究開発と法人税制─企業規模別データに基づく試験研究費税額控除の分析─」日本財政学
会第 69 回大会，淡路夢舞台，10 月 28 日。
本西　泰三
　分担執筆
 ⑴  “The Family, the Market or the State? ” International Studies in Population (Springer) 
Volume 10, Part 2, 123-137.
　論　文
 ⑴ Heterogeneous Elderly Parents and Intergenerational Transfers in Japan.
良永　康平
　論　文
 ⑴  「地域産業連関表からみる関西経済　─関西グリーン・ニューディール─」『セミナー年報』
2011 年度版，関西大学経済・政治研究所，91-101 ページ , 3 月刊。
 ⑵  「2005 年ＥＵ諸国間国際産業連関表の作成」『イノベーション＆ＩＯテクニーク』第 20 巻第 2 号，
環太平洋産業連関分析学会，121-132 ページ，6 月刊。
 ⑶  「ＥＵ諸国間の経済連関構造」『経済論集』第 62 巻 2 号，関西大学経済学会，1–28 ページ，9 月刊。
　Working Paper（Discussion Paper）
 ⑴  「2005 年ＥＵ 22 国間国際産業連関表─作成と分析─」『ディスカッションペーパーシリーズＡ』
第 562 号，一橋大学経済研究所，3 月刊。
　資料・その他
 ⑴  「近畿の産業連関」『調査と資料』第 108 号，関西大学経済・政治研究所，1-363 ページ，3 月刊。
370
81
ご活躍の足跡
（2012 年 1 月～ 12 月）
石井　　光
　研究ノート
 ⑴  Profit Enhancing Downstream Entry When an Upstream Monopolist Can Adjust Its 
Production Technology (co-authored).
稲葉　　大
　論　文
 ⑴  “An Application of Business Cycle Accounting with Misspecified Wedges”, (co-authored), 
Review of Economic Dynamics, Volume 15, Issue 2, pp. 265-269, April.
 ⑵  “Credit, Externalities, and Nonoptimality of the Friedman Rule,” (co-authored), Theoretical 
Economics Letters,  Vol. 2, No. 2, pp. 203-208. 
 ⑶  “Collateral Constraint and News-Driven Cycles”, (co-authored) Macroeconomic Dynamics, 
Volume 16, Issue 5, pp. 752-776, November.
　Working Paper （Discussion Paper）
 ⑴  “Asset Bubbles and Bailout”, （co-authored），CARF Working Paper F-268, 2012, December.
　学会・研究会
 ⑴  “Asset Price Bubbles in the Kiyotaki-Moore Model” （co-authored），European Economic 
Association, スペイン・マラガ，8 月 29 日。
 ⑵  “Asset Price Bubbles in the Kiyotaki-Moore Model” （co-authored），ケント大学セミナー，イ
ギリス，9 月 3 日。
 ⑶  “Asset Price Bubbles in the Kiyotaki-Moore Model” （co-authored）， Money, Macro, and 
Finance, アイルランド・ダブリン，9 月 6 日。
 ⑷  “Asset Price Bubbles in the Kiyotaki-Moore Model” （co-authored），関西大学経済学部研究ワー
クショップ，関西大学，10 月 10 日。
 ⑸  “Asset Bubbles and Bailout”（co-authored），慶應義塾大学経済学会セミナー，慶應義塾大学， 
10 月 12 日。
北波　道子
　資料・その他
 ⑴  編著『アフリカへ向かう中国資本』（学術研究助成基金学内共同研究「アフリカ・東南アジア
へ向かう中国資本」調査報告書）（序章，第 3 章，担当）
　翻　訳
 ⑴  薛化元著，北波道子訳「国家定位と政治改革──李登輝と蒋経国執政時期の比較から」『現代
台湾研究』，第 41 号，31-48 頁，3 月 31 日刊。
　書　評
 ⑴  洪紹洋著『台湾造船公司の研究─植民地工業化と技術移転（1919-1977）』（お茶の水書房，2011 年）
『アジア経済』第 53 巻第 4 号，アジア経済研究所，6 月刊。
 ⑵  湊照宏著『近代台湾の電力産業─植民地工業化と資本市場』御茶の水書房（2011/01）『歴史と
経済』第 216 号，67-69 頁
　学会・研究会
 ⑴  「台湾における地方政府の変遷について」関西大学経済・政治研究所大阪大都市圏地域経済研
究班第 2 回研究会，関西大学児島惟謙館，6 月 16 日。
准教授
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 ⑵  「戦後初期台湾における省営企業について」第 16 回現代台湾研究学術討論会，関西大学 100 周
年記念会館，7 月 29 日。
　講演会 
 ⑴  「台湾事情」近畿大学経済学部，7 月 18 日。
 
神江　沙蘭
　論　文
 ⑴  「政策転換とガバナンス─金融システム改革と介護保険導入の事例から」明治大学国際日本学
研究 4（1），75-100 頁，3 月刊。
　Working Paper（Discussion Paper）
 ⑴  “The Failure of an Integrated Regulatory Model?: The U.K. in a Time of Crisis” Economic 
Society of Kansai University Working Paper Series F57, Kansai University, July.
　学会・研究会
 ⑴  “The Failure of Integrated Regulatory Model?: The U.K. in the Time of Crisis” 関西大学経済
学会第 28 回夏期研究大会報告，関西大学，2012 年 7 月 18 日。
 ⑵  “The Failure of an Independent Regulator Model?: The U.K. in the Time of Crisis” 19th 
International Conference of Europeanists, Council for European Studies, Boston, U.S.A., March 
22-24. 
 ⑶  “Euro and Italian Economy (as a discussant)” EUSI Tsuda International Workshop, Tokyo, 
February 4, 2012.
後藤健太 
　論　文
 ⑴  “Social Networks, Informal Trade Credit, and its Effects on Business Growth: Evidence from 
the Local Garment Trade in Vietnam” Journal of the Asia Pacific Economy,  i first,  1-14, 
December.
　Working Paper（Discussion Paper）
 ⑴  “Is the Vietnamese Garment Industry at a Turning Point?: Upgrading from the Export 
to the Domestic Market” IDE Discussion Paper, Institute of Developing Economies, 1-29, 
December.
　資料・その他
 ⑴  “What can the Myanmar garment industry learn from Vietnam’s experience?”(with 
Toshihiro Kudo)  Policy Review on Myanmar Economy, No.2, Bangkok Research Center, 
Bangkok: IDE-JETRO.
 ⑵  「ベトナム縫製産業─機能高度化と国内市場」『繊維トレンド』2012 年 5・6 月号，東レ経営研究所，
36-40 ページ，5 月刊。
坂根　宏一
　論　文
 ⑴  “Local asymptotic stability of a general equilibrium for an economy under imperfect 
competition” 『関西大学経済論集』，第 61 巻第 3, 4 号，83-92 ページ，3 月刊。
 ⑵  「不完全競争経済における一般均衡の大域的漸近安定性」 『関西大学経済論集』，第61巻第3, 4号，
93-97 ページ，3 月刊。
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佐藤　方宣
　分担執筆
 ⑴  「アメリカと制度経済学」喜多見洋・水田健編著『経済学史』第 8 章，ミネルヴァ書房，227-242 ペー
ジ，2 月刊。
 ⑵  「市場の倫理──カーネギー，クラーク，ナイトの論じ方」経済学史学会・井上琢智・栗田恵子・
田村信一・堂目卓生・新村聡・若田部昌澄編『古典から読み解く経済思想史』第 3 章，ミネルヴァ
書房，63-80 ページ，5 月刊。
　Working Paper （Discussion Paper）
 ⑴  「市場の倫理と討議の倫理──自由主義の変容とナイト」 『関西大学経済学会 Working Paper 
Series 』，関西大学経済学会，7 月刊。
　資料・その他
 ⑴  「産業」「国民所得」「第一次産業／第二次産業／第三次産業」「トレード・オフ」「経団連」「公
共投資」大澤真幸・吉見俊哉・鷲田清一編，見田宗介編集顧問，『現代社会学辞典』，弘文堂，
12 月刊。
 ⑵  「年長世代の責任（にっぽん診断）」『経済ウィークリ （ー地方紙向け配信コラム）』共同通信，1 月。
 ⑶  「企業の社会的責任とは（にっぽん診断）」『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム）』共同
通信，3 月。
 ⑷  「世代間の公正に十分配慮を（にっぽん診断）」　4 月『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラ
ム）』共同通信，4 月。
 ⑸  「不道徳と不公正（にっぽん診断）」『経済ウィークリ （ー地方紙向け配信コラム）』共同通信，6 月。
 ⑹  「公教育にもっと支出を（にっぽん診断）」『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム）』共同
通信，7 月。
 ⑺  「討議通じた民意形成を（にっぽん診断）」『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム）』共同
通信，8 月。
 ⑻  「社会全体で若者雇用対策を（にっぽん診断）　10 月『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラ
ム）』共同通信，10 月
 ⑼  「大学の質，量ともに充実を（にっぽん診断）『経済ウィークリー（地方紙向け配信コラム）』
共同通信，11 月。
　書　評
 ⑴  Ross B. Emmett 著『Frank Knight and the Chicago School in American Economics』（Routledge，
2009 年）『経済学史研究』54 巻 1 号，経済学史学会，116-117 ページ，7 月刊。
　学会・研究会
 ⑴  「J.M. Clark and F.H. Knight on the Conditions of Liberal Society: What’s the Crisis of 
Liberalism?」Crises and Space in the History of Economic Thought，3rd ESHET-JSHET 
meeting，コルシカ大学，フランス，9 月 14 日。
 ⑵  「震災と教育研究機関としての大学」現代経済思想研究会，東洋大学・白山キャンパス，2 月 18 日。
座主　祥伸 
　論　文
 ⑴  “Providing credibility around the world: effective devices of the Cape Town Convention”(co-
authored with Ikumi Sato) European Journal of Law and Economics, vol 33 (3), pp. 577-601, 
2012。
　学会・研究会
 ⑴  「上訴制度と裁判官の役割」 日本法と経済学会，上智大学，7 月 15 日。
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 ⑵  “Self-interested judge seeks fairness” Italian Society of Law and Economcis, University of 
Tre, 12 月 14 日
壽里　　竜
　論　文
 ⑴  “Taming “the Tyranny of Priests”: Hume’s Advocacy of Religious Establishments,” Journal of 
the History of Ideas,  73: 2,  pp. 273-93, April.
　書　評
 ⑴  森直人『正義と統治──文明社会の両義性』（創文社，2010 年）『イギリス哲学研究』，第 35 号，
日本イギリス哲学会，101-2 ページ，3 月刊。
 ⑵  The Origins of David Hume’s Economics （Routledge, 2010）『経済学史研究』，第 54 巻 1 号，
経済学史学会，118-9 ページ，6 月刊。
　学会・研究会
 ⑴  “Hume as a Friend of Liberty: the Reception of his Perfect Commonwealth” Annual Meeting 
of the Eighteenth Century Scottish Studies Society (South Carolina), April.
土居　潤子
　Working Paper（Discussion Paper）
 ⑴  “Immigration Conflicts”, Discussion Paper Series RIEB, Kobe University, DP2012-29. （co-
authored）
　学会・研究会
 ⑴  “Firm Heterogeneity, rent seeking and unemployment”（共著）　日本経済学会，九州産業大学，
10 月 7 日。
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